
 

 

熊本県立黒石原支援学校 令和３年度（２０２１年度）学校評価計画表 

１ 学校教育目標 

児童生徒一人一人の今を充実させるとともに、将来の自立と社会参加を目指し、可能性を伸ばす。 

 

２  本 年 度 の 重 点 目 標 

（１） 児童生徒が安心して学ぶことができる教育環境づくり 

（２） 新学習指導要領に基づき、一人一人の実態に応じた効果的な授業の実践 

（３） 自立活動の指導の充実 

（４） 卒業後の生活を豊かにする学びの展開 

 

３  自 己 評 価 総 括 表 

    評  価  項  目 
評 価 の 観 点 具 体 的 目 標 具 体 的 方 策 

評 

価 
成 果 と 課 題 

大 項 目 小 項 目 

学校 

経営 

 

教育目標を達

成するための

体制整備 

 

教育的ニーズ

への細かな対

応 

 

 

迅速なチームアプ

ローチによる支援

を行うため、段階

的な校内支援体制

の機能強化を図

る。 

校内支援チェック

リスト等を活用し

て各クラス、各課

程、各校内支援担

当による検討対応

を段階的に進め、

解決策の８割は実

施し、チームによ

る課題解決力を強

化する。 

 

Ａ 

校内支援チェックリストや

長期欠席児童生徒支援シー

ト等を活用して、各クラス、

各学部主事、各校内支援チー

フ・担当が対応を検討し、優

先順位を付けながら解決策

の８割は実践に移すことで、

チーム支援を進めることが

できた。今後も解決策の実行

促進に加え、振り返りと再検

討の協議のバックアップを

行い、効果の周知を図りなが

らチーム支援を強化してい

く。 

児童生徒の課題改

善に向けて、関係

機関との連携推進

を図る。 

 

 

ＳＣ・ＳＳＷ等の

活用や、関係機関

とのケース会議等

において課題解決

型の取組を進め、

解決策の８割は実

施し、児童生徒の

課題改善を図る。 

 

Ａ 

令和３年１２月末時点で、Ｓ

Ｃ活用数のべ３０件、ＳＳＷ

活用数のべ５１件、ケース会

議開催数のべ６９件、校内支

援委員会開催数のべ８件で

あり、解決策の８割は実践に

移し、検証・見直しを繰り返

すことで児童生徒の支援を

充実させることができた。今

後も関係機関等との連携啓

発をフォローし、段階的な支

援体制の強化を図っていく。 

学校改革 

 

業務の削減・効

率化 

 

 

各校務分掌で１つ

以上業務を改善、

もしくは削減す

る。また、ルーティ

ーンワークのマニ

ュアル化を促進す

る。 

各分掌部で取り組

んでいる業務改善

について、運営委

員会等で情報共有

を行う。また、業務

マニュアルを５つ

以上作成または改

訂する。 

 

Ｂ 

運営委員会で情報共有を行

った。また、３学期の運営委

員会では、全ての部署で次年

度に必ず取り組む業務改善

について具体的な目標を１

つ以上設定し、共有した。業

務マニュアル作成は複数の

職員の業績評価の目標とし

て設定し、５つ以上作成する

ことができた。 

ワークライフ

バランスを実

現することに

よる職員の心

昨年度の年次休暇

取得率３３％を３

ポイント以上増や

す。 

昨年度年次休暇取

得率が３０％を下

回る職員に取得を

促すとともに、学

 

Ｂ 

 

４月から１２月の期間で比

較すると、昨年度の取得率が

２２．５％、今年度が２５．

２％で２．７ポイント上昇し



 

身の健康維持

増進 

部や課程など日常

的に集団として活

動しているグルー

プで各リーダーが

積極的な取得を呼

びかけ、取得しや

すい雰囲気を醸成

する。 

た。積極的な年休取得につい

ても学部主事を通じて適宜

呼びかけている。 

授業の 

充実 

 

児童生徒の実

態に応じた教

育課程の編成

と実践 

 

現在の教育課

程についての

整理・検討と、

高等部におけ

る新学習指導

要領への対応 

中・高Ⅱ課程の教

科｢職業･家庭｣

(｢職業｣)の来年度

実施に向けた準備

を 1 月末までに行

う。 

 

 

高等部の新学習指

導要領に対応した

準じた教育課程の

評価規定及び通知

表等の新様式を１

月末までに策定す

る。 

中・高の課程会で

数回に分けて、来

年度の年間計画の

策定と教科書選定

等を行う。 

 

 

 

高等部の課程会で

数回に分けて教育

課程の提案を行っ

て修正を図り、カ

リキュラム・マネ

ジメント委員会で

最終決定を行う。 

 

Ａ 

中・高の課程会で複数回話し

合いを行い、また、中・高間

の系統性について議論し、

｢職業･家庭｣(｢職業｣)の次年

度年間計画と使用教科書を

選定することができた。今後

実践を行い検証していきた

い。 

高等部の課程会で複数回準

ずる教育の新教育課程の話

し合いを行い、新教育課程の

評価規定の作成、新年間指導

計画等を策定することがで

きた。２月のカリキュラム・

マネジメント委員会で最終

調整・確認した。 

カリキュラム・

マネジメント

の推進及び実

態に応じた効

果的な｢個別の

指導計画｣活用

の工夫 

生単の年間指導計

画と個別の指導計

画の連携及び整理

を1月末までに行

うことと併せて、

年間指導計画の活

用を図る。 

来年度の年間指導

計画に生かせるよ

う、各単元終了後

に個別の指導計画

の評価と単元の反

省を行う。 

 

Ｂ 

各単元終了後に個別の指導計

画や年間指導計画の反省・評

価を促し、併せて次年度の計

画案作成にも取り組んだ。そ

の結果、昨年度よりも個別の

指導計画と年間指導計画の連

携・活用を図ることができた。 

専門性の向上 

 

職員研修の充

実 

自立活動を中心と

して、学校生活全

般における指導を

充実させるため、

研修会を実施す

る。 

専門性の向上を図

るため、スーパー

ティーチャーの研

修を３回、外部の

専門家による研修

会を１回以上実施

する。 

指導の改善を図る

ため、自立活動実

践シートを基にし

た実践交流会を２

回実施する。 

職員間の共通理解

と指導の一貫性を

図るため、児童生
徒の教育的ニー
ズ毎に支援を段
階的に「見える
化」したCo-MaMe等

の効果的なツール

の研修を実施し、

学期１回クラス毎

に話し合う時間を

設定する。 

 

Ｂ 

２人のスーパーティーチャ

ーに、計７回来校してもら

い、重度重複障がいの児童生

徒の体の使い方や知的障が

いを有する児童の教科学習

等について研修で深めるこ

とができた。外部専門家によ

る研修は時間調整が遅れて

しまいできなかった。次年度

は長期休業中に調整をした

い。 

実践交流会は１回目を６月

に実施、２回目は１月２６日

に実施した。学部を超えた情

報交換等ができた。 

Co-MaMeを活用することで支

援の見直しと指導の一貫性

を確認することができた。 

公開授業として教科の学習

を見合う期間を設定し、アド

バイスをし合うことができ

た。 



 

キ ャ リ

ア教育 

(進路 

指導) 

キャリア教育

の推進 

 

 

キャリア教育

の観点からの

身につけたい

力を踏まえて

実践できる環

境の整備 

児童生徒の「個別

の教育支援計画」

の長期目標をキャ

リア教育の観点か

らも捉え、キャリ

ア教育を意識した

計画になるように

する。 

「個別の教育支援

計画」の長期目標

について記入状況

を進路指導部内で

点検後、学部職員

にフィードバック

し、改善を促す。 

 

Ａ 

点検後、全職員に回覧し、長

期目標のキャリアの観点に

ついて共有した。 

補足資料を作成

し、目標の設定や

振り返りを通して

児童生徒が自身の

学習を主体的に振

り返る機会を設定

する。（全学部） 

年２回、補足資料

の記入状況を点検

する。 

 

Ｂ 

ⅠⅡ課程は１回点検し、年度

末に２回目の点検を行う。Ⅲ

課程は今年度から様式を定

めて実施したため年度末に

点検し、取組の様子を聞き取

り必要に応じて改善を図る。 

進路指導の充

実 

 

 

個に応じた進

路指導の充実

と卒業後の定

着支援 

卒業後の生活を見

据えた進路指導の

充実に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

・客観的な評価の

ために実習等での

事業所評価を含め

た第三者評価を活

用し、本人・保護者

・関係機関と進路

の方向性を共有す

る。 

 

・夏季休業中に医

療的ケア対象生徒

や療育手帳等のな

い生徒等の進路先

の開拓に向けて、

関係機関及びハロ

ーワークと連携す

る。 

 

Ａ 

高等部３年生の福祉就労希

望者については前時実習の

評価をもとに、本人・保護者

・相談支援事業所と話し合う

場を設けた。 

 

 

 

 

進路指導部で分担して新規

事業所等の見学を実施し、報

告書を職員間に回覧した。 

卒業生の定着支援

を行い在校生の指

導につなげる。 

・夏季休業中に卒

業生や福祉事業所

等に対し、電話や

手紙を通して卒業

後の様子を把握

し、職員間で共有

するとともに、在

校生の指導につな

げる。（中学部・高

等部） 

・関係機関と連携

し、一般就労した

卒業生の企業訪問

を年４回程度実施

し、支援する中で

知り得たことを在

校生の指導につな

げる。（高等部） 

 

Ａ 

夏季休業中に郵便物による

調査を実施した。返信のない

卒業生に対しては、電話など

で連絡を取った。 

 

 

 

 

 

 

障害者就業・生活支援センタ

ーの担当者と４回企業を訪

問し、卒業生の状況や今後の

展望について協議した。必要

な事柄は高等部職員と共有

した。 



 

生徒 

(生活) 

指導 

 

 

 

児童生徒の規

範意識の向上 

情報モラルを

はじめとした、

生活全般にお

ける規範意識

の育成 

・情報モラルに関

する全体指導を教

育課程内で年１回

以上、携帯電話校

内所持者への指導

を各学期１回実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・長期休業中の生

活についての指導

を各休業前（年３

回）に全学部で実

施する。 

・県や警察署等か

らの通知及び報道

での関連情報を日

常的に収集し、自

分のこととして捉

えられるよう、具

体的事例を提示す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

・「児童生徒会のき

まり」及び「高等部

生徒心得」に基づ

き、各学級に指導

内容を伝達した上

で各学期末１回ず

つ指導を行う。 

 

Ａ 

情報モラルに関する学習を

授業時間内に２回、携帯電話

校内所持者への指導を各学

期昼休みに1回ずつ実施し

た。デジタルデトックスや本

校の情報通信機器校内所持

規定確認等を題材にし、自分

のこととして捉えた生徒が

多かった。ネットいじめ防止

等早期対応事業（スクールサ

イン）への不適切と思われる

書き込みが1件あったが、当

該学部全クラスへ指導し、そ

れ以降の書き込みは起きて

いない。 

学部集会及び長期休業前の

学級活動等にて、生徒指導部

から発行した「夏休みのしお

り」「冬休みのしおり」を活

用し、学級担任より指導を行

った。今後も日常的に情報共

有とこまめな指導を継続す

る。 

児童生徒の主

体的活動の推

進 

 

小中学部児童

生徒会及び高

等部生徒会の

充実 

文化祭、学習発表

会での自分のグル

ープや通年の委員

会等で役割を果た

せるよう、文化祭

及び選挙期間中、

週１回程度の活動

の場を設定する。 

業務内容や集まる

回数などについ

て、初回会合時に

児童生徒へ示し、

課題や見通しをも

って児童生徒が活

動できるよう支援

する。 

 

Ｂ 

児童生徒の対面での活動を

制約せざるを得ず、活発な活

動とまでいかない取組もあ

ったが、事前の予告を行うこ

とで文化祭や学習発表会、児

童生徒会選挙等で見通しを

もって児童生徒がそれぞれ

の役割を果たすことができ

た。 

人権教育

の推進 

全職員の人権

意識のさらな

る向上 

取組の方針や

重点的な取組

などの共通理

解 

人権教育取組に

関する職員研修

を計画的に実施

し、人権教育につ

いての共通理解

を図る。 

人権教育推進委

員会を年に３回

開催し、校内の人

権問題に対する

事案について指

導・支援・方法等

を検討する。ま

た、本校の実情に

応じた研修を年

３回以上企画し、

全職員で見識を

深めるようにす

る。 

 

Ｂ 

人権教育推進委員会は、第

１回を対面にて、第２回を

書面にて実施した。対外的

な研修の機会がほとんどな

く、校内でも３密環境下を

避けるため、書面にて研修

を行い、５月と８月に会場

を分散して校内研修（部落

問題について）を実施した。 

地域社会と連

携した人権教

育の推進 

地域の人権教育に

関する研修会に積

極的に参加する。 

合志市人推協主

催の研修をはじ

めとした各種研

修会には、コロナ

禍の中で柔軟に

対応し、書面や職

員会議等での復

講を充実させる

ことにより、職員

の共通理解を図

 

Ｂ 

感染症拡大防止のため、校

外研修の機会がほぼなかっ

た。人権教育主任が地域の

担当者会や研修に参加し、

その様子や内容を書面にて

回覧復講を行い職員に伝え

た。また、オンラインのWEB

人権問題講座の紹介等を行

った。 



 

る。 

人権教育に関

わる指導方法

等の工夫・改

善 

 

人権教育特設

授業における

内容の工夫や

指導法の改善 

各学部において児

童生徒の実態やニ

ーズ、発達段階に

応じた学習内容の

工夫・改善を行う。 

児童生徒の実態を

学部課程職員間で

共通理解し、個に

応じた授業実践に

なるように十分配

慮しながら指導す

る。年に２回の特

設授業の企画立案

について、人権教

育推進委員会を中

心に必要な情報提

供を行う。 

 

Ａ 

前期、後期の２回の人権週

間において、指導案等に人

権教育の視点を明記し、全

学部で児童生徒の実態に応

じた特設人権学習の授業実

践（新型コロナウイルス感

染への人権問題、ハンセン

病問題、仲間作り、進路公

開、部落差別問題など）を

行った。また。授業実践の

指導案をまとめ回覧復講を

行い、職員の指導法の改善

に役立ててもらった。本年

度は、後期人権週間で、本

校生徒が発表者として参加

している県人権子ども集会

をオンデマンド視聴し、メ

ッセージカードを制作する

など、全校をあげて取り組

んだ。本年度は児童生徒間

の交流機会の中止が多かっ

たが、この取り組みは児童

生徒間の共通理解や心の交

流につながった。 

命を大切にす

る心を育む指

導の充実 

 

授業実践の充

実・整理 

各教科・各領域等

の学習と関連づ

け、命の重さにつ

いて児童生徒が十

分に考えることの

できるような学習

内容の精選を図

る。 

各学部において、

児童生徒の実態

やニーズ、発達段

階に応じた「命を

大切にする心」に

関する学習を学

期毎に１回（年３

回）行う。 

 

Ｂ 

本年度は講師を招いての講

演会や、児童生徒の心が音

楽を通して一つになるよう

な生徒集会ができず、各学

部、学級のそれぞれにおい

て実践を行った。また児童

生徒会での活動の中で、い

じめ防止標語の制作など、

いじめ予防に対する取組を

行った。 

い じ め

の 防 止

等 

いじめ防止に

向けた取組 

 

 

 

小・中・高の学

部や課程の枠

を超えた仲間

意識の育成 

いじめを絶対に許

さない、見逃さな

いという児童生徒

の意識を高める。 

６月に生徒会中心

でいじめ防止標語

を作成し、通年で

掲示するととも

に、情報モラルと

併せて各学期１回

以上、集会活動も

しくは学級での指

導ができるようス

ライド等を準備す

る。また、情報モラ

ルの指導時、いじ

めの定義やケース

についても併せて

取り上げる。 

 

Ｂ 

各児童生徒会でいじめ防止

標語を作成し、日常的に意識

できるよう、児童生徒が通る

廊下に掲示した。日常的に意

識できるような児童生徒会

等からの細かい働きかけは

不十分だった。また、６月に

はスクールロイヤーを学校

に招き、校内リモートでいじ

め防止について法的側面か

ら講話していただいた。人権

侵害であること、法的措置を

執られる可能性もあること

など、重く受け止める生徒も

いた。 

不安や悩み等

に対する相談

活動の実施 

児童生徒間のトラ

ブルに対し積極的

な介入を行い、い

じめの早期発見早

期対応、解決へ向

いじめの定義、い

じめ防止への取組

および事例につい

て職員会議等で共

通理解を図る。職

 

Ａ 

年度始めにいじめの定義や

本校でのいじめ防止に向け

ての取組について職員会議

にて説明した。夏季休業中に

は講師招聘による職員向け



 

け、学校組織とし

て対応する。 

員研修を夏季休業

中に実施する。ま

た、アンケートを

学期に1回実施し、

その都度担任によ

る個別面談を実施

するとともに、毎

学期始業前に保護

者にもアンケート

を実施し、それを

もとに面談を実施

する。 

 

 

 

の研修を実施し、情報を積極

的に挙げ、組織で対応する大

切さについて理解を深める

ことができ、いじめの疑いの

ある事案について挙がって

くるようになってきている。 

児童生徒に対しては、各学期

に１回、学校生活に関するア

ンケートを実施した。保護者

に対しては、ⅠⅡ課程におい

ては毎学期始め、Ⅲ課程及び

訪問教育においては冬休み

明けにアンケートを実施し

た。家庭での長期休業中の様

子を聴き取り、各学期初めの

児童生徒の支援に生かす機

会になった。 

地域 

支援 

特別支援教育

に関する山鹿

市の小中学校

等への支援 

 

特別支援教育

に関する教育

相談や研修会

の充実 

巡回相談を実施す

ると共に、効果的

な継続支援を行

い、特別支援教育

の推進や地域支援

体制の構築を図

る。 

 

検討会議シート等

を活用した課題解

決検討会の方法を

推進しながら、具

体的な支援策を提

案し、支援策の８

割は実践に結びつ

ける。また、ＰＤＣ

Ａサイクルによる

定例会開催を継続

的に実施し、関係

機関とも連携しな

がら支援体制の機

能化を図る。 

 

Ａ 

課題解決検討会の方法を通

して、関係機関とも連携しな

がらＰＤＣＡサイクルによ

る継続支援を実施し、手立て

の９割を実践に結びつける

ことで児童生徒の変容を図

ることができた。今後も、各

校内における就学指導等に

関する保護者との教育相談

や就学指導委員会の機能化

に向けて、リーダーコーディ

ネーター会議や教育支援委

員会等の特別支援教育に関

する会議等を活用してサポ

ートを行う。 

病弱教育に関

する県域の小

中学校等への

支援 

病弱教育に関

する研修会や

教育相談の充

実 

 

関係諸機関とのネ

ットワーク作りを

啓発しながら、巡

回相談及び来校相

談等を継続的に実

施し、病弱教育の

推進を図る。 

本校の専門性を生

かした教育相談を

継続的に実施し、

提案した支援策の

８割は実践に結び

つける。また、教育

相談啓発に向けて

リーフレットを活

用し、各特別支援

学校とも連携した

支援を行う。 

 

Ａ 

自立活動専任と連携しなが

ら継続支援も実施すること

で、支援策の９割は実践に結

びつけることができ、各特別

支援学校とも連携すること

で児童生徒への支援の効果

を確認できた。さらに、｢教育

相談リーフレット｣をバージ

ョンアップして県内全ての

病弱学級（小学校５２校、中

学校２２校）や熊本市内の全

小・中学校にも配付すること

で、巡回相談等につながった

ケースが増え、県域の支援を

効果的に実施することがで

きた。 

自立活動に関する

指導の充実や専門

性向上に向けて、

本校職員への研修

等を実施し、セン

ター的機能の充実

を図る。 

外部専門家を活用

した教育相談及び

実技研修を企画・

運営し、関係機関

との連携を強める

ことによって、適

切な手立ての８割

 

Ａ 

教育相談及び実技研修の企

画・運営において、手立てに

優先順位をつけることで９

割は実践に結び付けると共

に、中間評価に基づいてＰＤ

ＣＡサイクルによる分析・評

価を実施することで授業改



 

は実践に結びつ

け、授業改善や合

理的配慮の推進を

図る。 

善を図ることができた。ま

た、校内職員向け支援部だよ

りを発行することで、適切な

指導や合理的配慮の提供の

推進を行うことができた。今

後も、手立ての効果の周知を

設定することで専門性向上

を図っていく。 

地 域 連

携(ｺﾐｭﾆ

ﾃｨ･ｽｸｰﾙ

など) 

コミュニティ・

スクールの推

進 

 

地域の関係機

関との連携体

制の確立 

本校の学校運営や

教育活動について

地域の理解を深め

るとともに、その

改善のために指導

・助言を仰ぐ。 

新型コロナウイル

ス感染症予防対策

を講じながら、可

能な形態で学校運

営協議会を年２回

実施する。その際、

本校における取組

を具体的に提示

し、様々な視点か

ら指導・助言をも

らい、８割以上改

善に結びつける。 

 

Ａ 

新型コロナウイルス感染症

拡大予防の観点から、２回と

も書面で実施した。書面だけ

でなく、画像や動画などで学

校行事の様子をお知らせし

た。委員からの指導・助言は、

校内でできる範囲に関して

は、ほぼすべて改善できた。 

 

地域とのより

よい関係づく

りの推進 

地域のさまざ

まな資源の活

用の推進 

地域の機関、団体

との交流を活性化

する。 

新型コロナウイル

ス感染症予防、教

材開発、卒業後の

社会生活支援、家

庭支援、防災対策

等について医療機

関、行政機関、事業

所等との連携を継

続する。 

 

Ｂ 

新型コロナウイルス感染症

による様々な制約があった

が、協議や工夫を重ね、安全

を最優先にしながらできう

る限りの取組を実践した。保

護者アンケートの「学校と地

域との連携がとれている」の

項目では、「分からない」が

２０人から２５人に増えた

ことから、保護者への連携に

関する情報提供を更に推進

することが今後の課題であ

る。 

健康 

安全 

危機管理の徹

底とシステム

の整備（主に新

型コロナウイ

ルス感染症対

策） 

感染症のウイ

ルスを校内に

持ち込まない

ための環境対

策 

校内での新型コロ

ナウイルス感染症

発症者数をゼロに

する。 

・登校時にドライ

ブスルー方式を取

り入れて、健康観

察を行う。フロー

チャート方式で、

再チェックが必要

な児童生徒の対応

を統一する。 

・職員も毎日メー

ルで健康状態の記

入を行う。 

 

Ｂ 

ドライブスルー方式での登校

時の健康観察や再チェック

が必要な児童生徒の対応等

もスムーズに行うことがで

き、発症者数もゼロだった。

しかし、一部の職員で毎日の

メールでの健康観察ができ

ていないことがあった。学部

主事等と連携して、毎日メー

ルの返信をするように声を

掛けたり、経過を報告したり

して、職員の意識を高めてい

く。 

感染症のウイ

ルスが校内で

蔓延しないた

めの対策 

環境整備や児童生

徒、職員の健康管

理に毎日取り組

む。 

・昼間に児童生徒、

職員の検温を行

う。 

・毎日、校内の消毒

を行う。 

・３密を避けた指

導・支援方法を工

夫して行う。 

 

Ａ 

昼間の検温、消毒を毎日行

い、感染状況に応じて密を避

けた指導・支援方法を工夫し

て行うように、学期始め等に

注意喚起をしたこと等もあ

り、実施することができた。 



 

学校給食の充

実と食育の推

進 

健康管理のた

めの栄養管理

及び食物アレ

ルギー対応と

給食指導 

職員の食育に関す

る意識を高めると

ともに、学校全体

で、計画的に授業

を実施する。 

各学部各課程で、

学期に１回以上食

育を取り入れた学

習に取り組む。 

 

Ａ 

各学部各課程で、学期に１回

以上食育を取り入れた学習

が実施できた。次年度は、特

活等の年間計画に食育を取

り入れて、計画的に進めてい

く。 

食物アレルギーに

関する研修を年に

１回以上行う。 

緊急時への対応等

についての研修を

実施する。密を避

けた研修会を実施

するために、ＤＶ

Ｄ視聴を取り入れ

る。 

 

Ａ 

密を避けて、各学部等でＤＶ

Ｄ視聴を取り入れた研修を

行うことができた。次年度

も、同様に工夫をして研修を

行っていく。 

情報  

教育 

情報視聴覚機

器の活用と情

報発信の推進 

ＧＩＧＡスク

ール構想実現

に向けた、教

育活動におけ

るＩＣＴ機器

の積極的な活

用 

一人一台の情報端

末を有効に活用し

た授業が行えるよ

うに、Google 

Workspaceの効果

的な活用を促進す

る。 

・職員間でGoogle 

Workspaceの様々

な機能を効果的

に使える研修を

学期に１回場実

施する。 

 

 

 

 

 

・Ⅲ課程訪問教育

の職員向けには

iPadを効果的に

活用するための

周辺機器の紹介

やアプリを使っ

た教材作りを小

グループ単位で

の研修という形

で最低月1回程度

は実施する。 

・長期休業中を中

心に、職員のＩＣ

Ｔ 機 器 及 び

Googleのクラウ

ドを活用した授

業づくりについ

ての研修を学部

単位では３回以

上、小グループ単

位では月1回以上

行う。 

Ａ 学部や個人間での多少の差

はあるが、情報教育部が主

となって、Googleドライブ

やクラスルーム、iPadの基

礎や効果的に活用できるい

くつかのアプリケーション

について、それぞれのニー

ズに合わせた研修を２～５

回程度行う事ができた。情

報モラルについては全ての

学部で実施できた。 

Ⅲ課程訪問教育の職員向け

の研修については、各学部

を中心におおよそ月1回程

度の研修を実施できた。 

 

 

 

 

 

 

 

全職員が同程度の研修等を

受ける状況を作ることが難

しく、職員間に差ができて

しまった。今後ＩＣＴ機器

の活用は必須なので、いか

に全体として専門性を高め

ていけるようにするかが一

番の課題だと思われる。 

学校からの情

報発信力の向

上 

学校からの最新

情報を学校ホー

ムページに逐次

掲載する。 

学校の最新情報

がある毎にデー

タを閲覧しやす

く編集し、掲載す

ると共に、毎週１

回、データのチェ

ックおよび更新

を行う。 

 

Ｂ 

毎週１回閲覧し、データチ

ェックを行うとともに、掲

載要請のあった内容につい

ては、管理職の最終確認を

経た上で逐次更新および掲

載することとができた。 



 

個人情報等デ

ータ管理の徹

底 

危機管理意識

の保持とセキ

ュリティの徹

底 

電子情報も含む全

ての個人情報に関

する取扱いを徹底

する。 

ＵＳＢメモリ等の

管理を徹底し、確

実な回収を行う。

また、クラウドで

のデータの管理、

共有サーバ等の利

用、ファイルの暗

号化等の研修を学

期に１回行い、安

全に効果的にデー

タを利用できるよ

うにする。 

 

Ｂ 

ＵＳＢメモリ等の管理につ

いては、管理箱を設置し、一

括管理を行った。毎日の係か

らの声掛けや学部会での声

替えは日常的に行っており、

１００%返却されていない日

もあったものの、返却率は向

上してきた。 

クラウドでのデータのやり

とりや取扱上の注意等につ

いては学部単位で学期に１

回程度の研修を行うことで、

活用の場面が多く見られる

ようになってきた。 

環境 

整備 

学習環境の整

理と整備 

全職員による

美化活動の推

進 

計画的・効率的な

校内環境整備に全

職員で取り組む。 

校内環境整備につ

いて、整備の必要

な箇所を部員から

の情報により把握

し、整備計画を立

案する。年３回、環

境整備に全職員で

取り組む。 

 

Ｂ 

全職員による年間３回の環

境整備と総務部員による定

期的な整備により、校舎周辺

の必要十分な環境整備を進

めることができた。職員の環

境美化意識の向上を推進す

る取り組みをさらに進めた

い。 

環境教育・エコ

活動の推進     

 

 

 

環境教育の取

組 

学部や課程毎に児

童生徒の実態に応

じた環境教育に取

り組む。 

日常的に実践でき

る取組内容を総務

部会で計画・立案

し、毎月、各学部・

課程毎に取り組

み、その成果と課

題を部会で検討す

る。 

 

Ｂ 

各学部・課程グループ毎に学

級園での野菜、草花の栽培や

校舎周りの環境美化活動の

呼び掛けを行うことができ

た。部会での達成状況確認

後、不足している部分につい

ては、さらに方策を検討する

必要がある。 

ゴミ処理の共

通理解、節約の

取組 

ゴミの分別と削

減、節電、用紙使用

量削減に努める。 

毎月、事務部より

各項目使用量デー

タを提供してもら

い、部員を通じて、

各学部・課程に削

減可能な行動につ

いて、提案を行い、

各項目の使用量節

減を図る。 

 

Ｂ 

事務部に毎月の分掌部会前

にゴミ処理状況、節水・節電

状況を確認したところ、水道

使用量については５％程度

削減でき、紙資源使用量につ

いては、昨年度並みに抑えら

れたが、節電については、新

型コロナウイルス感染防止

対策のため、換気しながら暖

房する状況も相まって、使用

量は増加傾向にある。電灯、

暖房の消し忘れなどの細か

な節約意識が必要であり、今

後も職員の意識向上への更

なる取組を行う必要がある。 

 

４ 学校関係者評価 
・学校運営については概ね良好な取組がなされている。 
・一人一人の実態に応じた授業や指導が実践されている。 
・保護者アンケートでは８割から９割の保護者が学校の運営に関しては高い評価をしており、保護者と学校の先
生、教職員の方の信頼関係が築けていると思う。施設整備の環境面が整うと更に満足度が高まると思われる。 
・コロナウイルス感染症が長期化する中、医療機関と連携しながら最大限の感染対策が行われている。学校関係者
の感染時も、適切且つ迅速な対応で児童生徒の安全が守られたことは評価に値する。家庭への連絡も丁寧に行われ
ており、保護者も安心できたのではないか。 
・コロナ禍で行事への影響も大きかったと思うが、ヴァーチャル修学旅行等、職員の創意工夫や努力、オンライン
の活用など状況に応じた臨機応変な取組によってと子どもたちに寄り添う教育環境ができている。また、資格取得
や表彰など、児童生徒の励みとなる教育活動でしっかりと成果を上げている。 



 

・命の大切さや支えてくださる方々への感謝など、人権教育がしっかりできている。 
・カリキュラム・マネジメントの取組がなされており、より多様な観点からの指導目標と手法に関する改善を図っ
ていることが分かった。学習到達度のコンピテンシー評価など、より具体的な取組となるように期待したい。 
・Zoomや iPadを活用した共同学習や学習発表会が実施されており、新型コロナウイルス感染拡大予防に対する配
慮がなされている。学習を止めない教育として今後もしばらくは主流となると思うので、デジタルツールやアプリ
を活用した授業対応も引き続き取り組んでほしい。 
・病弱支援学校のために、コロナ禍の状況ではインターネットを活用したＩＣＴのデジタルでの遠隔対応が重要に
なっている。現在、Windows系を中心にステルス系の新種のウイルスやランサムウェアなどがメール等で感染する
状況にあり、ＵＳＢメモリの管理やＰＣの管理など、情報セキュリティの対策チームを立ち上げるなどの対応も検
討が必要になっている。ネットセキュリティの強化と継続的な対策をお願いしたい。 
・学校評価における自己評価に異論はない。今後とも客観的な視点で、厳しい自己評価に取り組んでいただくこと
で、学校内外の信頼や評価にもつながると思う。今後も評価の維持、向上に励んで欲しい。 
・目標に対する具体的方策並びに成果と課題が学校全体のこととして捉えられているので、学校評価における各自
己評価の内容は適正であると考える。 

 

５ 総合評価 
 保護者対象の学校評価アンケートでは、一昨年度、昨年度と比較して全体的に顕著な変化は見られない。前年度
と３点以上下がっている項目は３つある。１つ目の「学校と保護者の相互連携ができている」は、９２→８８と下
がっているが、一昨年は８７であり、昨年はコロナ禍１年目でかなり頻繁に家庭と連絡を取っていたことで例年よ
り高い得点になったと思われる。２つ目の「訪問時や電話での学校職員の対応は適切である」と３つ目の「総合判
定」は、それぞれ８９→９２→８９、８４→８８→８５でやはり上下動はあるものの、前者は９０点前後、後者も
８０点台半ばを維持しており、例年と比較して今年度が評価を大きく下げているというわけではない。とはいえ、
少しでも評価が高くなるよう、引き続き改善すべき点は改善していく。 
一方で、「本校に入学させて良かったと思う」、「学校は児童生徒一人一人を大切にした授業づくりを実施してい

る」、「教師は熱意を持って、一生懸命取り組んでいる」、「学校は特別支援教育に積極的に取り組んでいる」、「教師
は、児童生徒についての保護者の相談に適切に応じている」、「学校は健康や安全面に十分配慮して教育活動を行っ
ている」の６項目は、昨年度に引き続き９０点台で、学校の指導や対応は保護者から評価されていると考えられ
る。これらに加え、「学校は医療と連携をとっている」が今年度新たに９０点台となったのは、保護者へ連絡する
際に、コロナ禍における学校の感染症対策等は、校医や保健所等の外部機関と綿密に協議した上であることを丁寧
に伝えた結果であると推測される。 
また、最も低い７０点台であったのは「教育活動に必要な施設・設備が整っている」、「学校はきちんと整備さ

れ、環境美化が適切である」、「学校と地域との連携がとれている」の３項目であった。例年これらの項目は点数が
低い傾向にあるが、最初の２つは、保護者間にある「本校の校舎の老朽化が進んでいる」という意識の影響が否め
ない。「学校と地域との連携」に関しては、下の「６」でも述べるが、「わからない」の回答が他項目に比べかなり
多い。これは、本校児童生徒の家庭が県下全域に広がっている影響が少なからずあると思われる。 
全体としては、全項目の平均はここ数年で最も高かった昨年度と同じ８８点と非常に高く、本校の目標である

「児童生徒一人一人の今を充実させるとともに、将来の自立と社会参加を目指し、可能性を伸ばす」ための本校の
取組が保護者に評価されたものと思う。 
 また、本評価においても、全３４項目中、Ａ評価が１７項目と５０％を占めた。コロナ禍のため、残念ながら昨
年に引き続き学校関係者評価の実施者である学校運営協議会委員に本校の教育活動を直接参観してもらう事はでき
なかったが、教育活動に関する資料や、文化祭等の全ての主要な学校行事の動画や写真、新型コロナウイルス感染
症予防対策に関する詳細な報告等を通して、学校の取組を理解してもらうことができた。本評価における自己評価
に関しても、妥当であるとの御意見をいただいた。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
・次年度以降も、新型コロナウイルス感染症予防対策には引き続き細心の注意と科学的根拠をもって組織的に対応
する。 
・施設・設備に関しては、可能な範囲で、県や隣接する熊本再春医療センターと連携しながら、引き続き改善に取
り組む。 
・保護者アンケートの「学校と地域との連携がとれている」で、「わからない」という回答が２６％あった。昨年
度の反省に基づき保護者への文書等で、地域との連携についてよりも多くの分量を割いて記述したためか、昨年度
よりわずかに低下してはいるが、本校児童生徒の家庭が県下全域に広がっていることに加え、コロナ禍による学外
での活動の中止が多く、伝わりにくい部分もあったのかと思う。現在、５０周年式典を来年度開催することもあ
り、ホームページを閲覧しやすいものに改修しているが、広報活動により一層取り組んでいく。 
・カリキュラム・マネジメント委員会では、教育課程について様々な工夫や改善を行った。新しい学習指導要領に
対応できるよう、現在の取組を継続する。 
・ＧＩＧＡスクール構想により、機器の整備が進んだ。しかし、まだ職員間でのＩＣＴ機器の活用状況に差がある
ため、研修等を通して各人のスキル向上を継続的に図る。また、オンラインによる授業や指導・支援にも更に積極
的に取り組んでいく。加えて県の規定に基づき情報セキュリティの向上にも努める。 
・ここ数年、職員の時間外勤務は減少傾向にはあるが、やや停滞気味である。今後も、職員が教育に心身ともに健
康な状態で取り組めるよう、業務の改善や削減だけでなく、職員一人一人が率先して取り組むよう意識改革も含
め、前例にとらわれない「働き方改革」を継続して実施する。 

 


